
事業番号 - - - -

（ ）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
国立研究開発法人科学技術振興機構の各年度における業務の実績に関する評価

令和元年度 令和2年度 令和3年度

国立研究開発法人科学技術振興機構の事業を実施する上
で必要な運営費交付金等のため、単位当たりコストの算出は

困難

目標最終年度

4年度
活動見込

5年度
活動見込

#VALUE!

令和3年度

活動実績 件 10 7 7

当初見込み 件 11

- - - -

-

執行額 1,495.9 1,496.3 1,750.8

- -

7 -

経
常
費
用

予算額 - - - -

執行率 #VALUE! #VALUE!

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求 主な増減理由

令和元年度 令和2年度 令和3年度

-

中間目標

1,405.3 1,435.8 1,710

事業目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以

内）

第6期科学技術・イノベーション基本計画を実施する中核的機関として、機構内外の資源を最大限活用するネットワーク研究所としての特徴を活かし、未来を共創する研
究開発戦略の立案・提言、知の創造と経済・社会的価値への転換、未来共創の推進と未来を創る人材の育成に総合的に取り組み、我が国全体の研究開発成果の最大
化を目指す。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

我が国が将来にわたり競争力を維持・強化し、国際社会の持続発展に貢献していくため、先見性のある研究開発戦略を立案・提言する。

実施方法 交付

0 0

令和5年度要求

経
常
収
益

予算額：運営費交付金 - - - - -

運営費交付金収益化基準 業務達成基準 業務達成基準 業務達成基準 -

運営費交付金収益の割合 94.6% 96.0% 96.7%

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
国立研究開発法人科学技術振興機構法

関係する計画、
通知等

第６期科学技術・イノベーション基本計画（令和3年3月閣議決
定）

主要政策・施策 科学技術・イノベーション 主要経費 文教及び科学振興

その他 80.1 60.5 59.2

補助金等 0執
行
額

運営費交付金

　計 1,485.4 1,496.3 1,769.2予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

01018721

人材政策課
人材政策課長
橋爪　淳

会計区分 一般会計

セグメント単位の
考え方

財務諸表のとおり

セグメント名 未来を共創する研究開発戦略の立案・提言 担当部局庁 科学技術・学術政策局 作成責任者

事業開始年度 平成１５年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし 担当課室

令和4年度セグメントシート 科学技術振興機構

2022 文科

令
和
4
・
5
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

100

目標値 ％ 100 100 100 100 -
独立行政法人通則法で定め
られている年度評価において
標準評価以上を目指す。

標準評価(B評価）以上の評価
を受けた項目の割合（標準評
価以上の項目数/評価項目数
(6個））

成果実績 ％ 100 100

国立研究開発法人科学技術
振興機構運営費交付金

- -
備考：運営費交付金については、令和4年度から第5期中長期目標期間となり、セグメントが変
更されたため「－」としている。

3 年度 -

7 8

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

100

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

単位 令和元年度 令和2年度

その他 #VALUE! #VALUE!

計 - -

達成度 ％ 100 100

活動内容
（アクティビ

ティ）

関係府省や外部機関、機構等に対してエビデンスに基づいた先見性のある研究開発戦略・シナリオを立案・提言する。

活動目標 活動指標

機構の研究開発方針策定及
び我が国全体の研究開発戦
略へ貢献する。

戦略プロポーザル発行数

- - -

年度

単位当たり
コスト

算出根拠 単位

単位当たり
コスト －

計算式 －

4年度活動見込



関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役割分担
の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

-

有

競争性のない随意契約となったものはないか。 有

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○
JSTは、主務省が示す中長期目標を達成するための中長期計
画を策定の上、事業を推進し、評価結果を踏まえ活動実績は
見込みに見合ったものである。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○
JSTは、主務省が示す中長期目標を達成するための中長期計
画を策定の上、事業を推進し、評価結果を踏まえ整備された
施設や成果物は十分に活用されている。

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○

事業番号 事業名

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○

点
検
・
改
善
結
果

点検結果

JSTにおける取組は、第6期科学技術・イノベーション基本計画の実現において中核的な役割を担うものであり、ネットワーク研究所としての特徴を活か
し、未来を共創する研究開発戦略の立案・提言、知の創造と経済・社会的価値への転換、未来共創の推進と未来を創る人材の育成の推進に貢献するも
のである。
　国の少額随意契約基準以上の調達案件については、一般競争を実施し、やむを得ない場合であっても企画競争や公募等の競争性及び透明性の高い
契約方式で調達を行っている。また、入札説明会等に参加者はいたものの、結果として一者応札となった調達規模の大きい事案や2か年度以上連続し
て一者応札となっている案件については、入札後に不参加業者への聞き取り等を実施し、類似事案の調達に役立てる等の一者応札改善の取組を行っ
ている。競争性のない随意契約については、契約の性質又は目的が競争を許さない契約および少額随意契約のみとなっている（国と同等の基準）。

改善の
方向性

・上記を踏まえ、今後も科学技術イノベーションの推進を支える中核機関として積極的に取組を進める。
・契約については、一者応札となっている案件に関しては引き続き改善に向けた取組を行うとともに、随意契約については原則契約の性質または目的が
競争を許さない契約及び少額随意契約のみとする。加えて、国立研究開発法人間で調達実績等の情報を共有し、引き続き効率的な調達に努める。

備
考

・支出先上位１０者リストにおいては、落札率は同種の他の契約の予定価格を類推させる恐れがあるため非公表としている。

市場性が低く競争性が確保しにくい研究機器等については、
文部科学省所管の8法人間で必要に応じて情報交換を行い、
予定価格の適正化を図っている。

第6期科学技術・イノベーション基本計画を実施する中核的機
関として我が国全体の研究開発成果の最大化を目指すために
は、国から一定の財政支援を受けた国立研究開発法人が当
該事業を実施する必要がある。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い事業
か。

○

ＪＳＴは、第6期科学技術・イノベーション基本計画を実施する
中核的機関として、ネットワーク研究所としての特徴を活かし、
未来を共創する研究開発戦略の立案・提言、知の創造と経
済・社会的価値への転換、未来共創の推進と未来を創る人材
の育成に総合的に取り組んでおり、優先度の高い事業であ
る。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

国の少額随意契約基準以上の調達案件については、一般競
争を実施し、やむを得ない場合であっても企画競争や公募等
の競争性及び透明性の高い契約方式で調達を行っている。ま
た、入札説明会等に参加者はいたものの、結果として一者応
札となった調達規模の大きい事案や2か年度以上連続して一
者応札となっている案件については、入札後に不参加業者へ
の聞き取り等を実施し、類似事案の調達に役立てる等の一者
応札改善の取組を行っている。競争性のない随意契約につい
ては、契約の性質又は目的が競争を許さない契約（事務所賃
料等）および少額随意契約のみとなっている（国と同等の基
準）。今後も一者応札となっている案件に関しては引き続き改
善に向けた取組を行っていく。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一者応
札又は一者応募となったものはないか。

JSTは、主務省が示す中長期目標を達成するための中長期計
画を策定の上、事業を推進し、評価結果を踏まえ成果実績は
成果目標に見合ったものとなっている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的あるい
は低コストで実施できているか。

○

イノベーション創出に向け、大学、企業、国立研究開発法人な
ど多様な機関間のネットワークを構築することにより、優れた
人材と施設・設備などの外部リソースを活用して時限付で編成
する研究開発推進体制で研究開発などの事業を推進すること
で、効果的に実施できている。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
費目・使途は知の創造と経済・社会的価値への転換などの業
務経費や、役職員人件費、管理部門に係る物件費、公租公課
などの一般管理費に限定されている。

受益者との負担関係は妥当であるか。 ○
第6期科学技術・イノベーション基本計画の推進に向け、国とし
て実施すべき取組であり、負担関係は妥当である。

- -

事
業
の
効
率
性

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ○
JSTは、知の創造と経済・社会的価値への転換などの事業を
推進しているところ、不必要な資金の流れはなく、合理的に支
出されている。

独法等所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

ＪＳＴは、第6期科学技術・イノベーション基本計画を実施する
中核的機関として、ネットワーク研究所としての特徴を活かし、
未来を共創する研究開発戦略の立案・提言、知の創造と経
済・社会的価値への転換、未来共創の推進と未来を創る人材
の育成に総合的に取り組んでおり、事業の目的は国民や社会
ニーズを的確に反映している。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○



※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

なお、金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致しない場合がある。

支出先上位１０者リスト

A.

-

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
国立研究開発法人科
学技術振興機構

4030005012570
未来を共創する研究開発戦
略の立案・提言

1,759
運営費交付金

交付
- -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

計 1,759 計 78

費　目 使　途
金　額

(百万円）

業務経費 未来を共創する研究開発戦略の立案・提言 1,250 業務経費
海外のファンディング機関及びファンディングプ
ログラムに係る動向調査　等

78

人件費 役職員人件費 509

資金の流れ
（資金の受け取り
先が何を行ってい
るかについて補足

する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックごと
に最大の金額が支
出されている者に
ついて記載する。
費目と使途の双方
で実情が分かるよ

うに記載）

A.国立研究開発法人科学技術振興機構 B.株式会社三菱総合研究所

費　目 使　途
金　額

(百万円）

文部科学省
1,806百万円※１

【A】国立研究開発法人
科学技術振興機構

1,759百万円※２

（運営費交付金）

【B】未来を共創する研究開発

戦略の立案・提言

企業等（全357機関）、
1,759百万円

我が国が将来にわたり競争力

を維持・強化し、国際社会の

持続発展に貢献していくため、

先見性のある研究開発戦略を

立案・提言する。

※２ 本項目は令和3年度決算報告書における当該

セグメントにかかる支出決算額を記載している。

一般競争契約（総合評価）等

※1 本項目は令和3年度決算報告書における当該

セグメントにかかる運営費交付金による収入決算額

を記載している。

運営費交付金交付

科学技術基本計画を実施する中核的機関として、機構内外の資源を最大

限活用するネットワーク研究所としての特徴を活かし、未来を共創する研究

開発戦略の立案・提言、知の創造と経済・社会的価値への転換、未来共創

の推進と未来を創る人材の育成に総合的に取り組み、我が国全体の研究

開発成果の最大化することを目的とする。



B

-

- -

26
株式会社アイ・エス・
シー

1013301000030
「Science Japan」の「JREC-IN
Portal」とのAPI連携等改修作
業

0.9
随意契約
（少額）

- -

- - -

25
株式会社アイ・エス・
シー

1013301000030
「Science Portal China」コンテ
ンツ追加等業務

1
随意契約
（少額）

-

24
株式会社アイ・エス・
シー

1013301000030
LCSウェブサイトアクセスログ
集計作業

1
随意契約
（少額）

-

23
株式会社アイ・エス・
シー

1013301000030
令和3年度「日中大学フェア＆
フォーラム」ウェブサイトの運
営業務

1
随意契約
（少額）

- - -

- -

22
株式会社アイ・エス・
シー

1013301000030
アジア・太平洋総合研究セン
ター発信情報の活用実態調
査2021

1
随意契約
（少額）

- -

- - -

21
株式会社アイ・エス・
シー

1013301000030
「Science Japan」編集用
PowerCMSの構築および機能
拡張

1
随意契約
（少額）

-

20
株式会社アイ・エス・
シー

1013301000030
令和3年度「サイエンスポータ
ルチャイナ」ウェブサイトの運
用保守

1
随意契約
（少額）

-

19
株式会社アイ・エス・
シー

1013301000030
事務員派遣費　他　（派遣契
約に基づく支出）

19 その他 - - -

- -

18 VALUENEX株式会社 3010001125817
量子技術分野の文献および
特許の俯瞰調査

9
随意契約
（公募）

- -

- - -

17 VALUENEX株式会社 3010001125817
新興バイオ技術分野の文献
および特許の俯瞰調査

12
随意契約
（公募）

-

16 VALUENEX株式会社 3010001125817
アジア・太平洋各国・地域の
技術開発動向等の基礎調査

13
随意契約
（公募）

-

15 Elsevier B.V. 8700150067835

研究者の性別等データの作
成作業（Elsevier’s Global
Gender Report の最新デー
タ）

1
随意契約
（少額）

- - -

- -

14 Elsevier B.V. 8700150067835
(令和3年度）Scopusオンライ
ンの利用

3
随意契約
（公募）

- -

- - -

13 Elsevier B.V. 8700150067835
(令和3年度)論文生産活動の
構造把握に関するデータ作成
作業等

6
随意契約
（公募）

-

12 Elsevier B.V. 8700150067835
研究者データの購入及び研
究者情報管理システム
（PURE）の利用

8
随意契約
（公募）

-

11 Elsevier B.V. 8700150067835
（令和3年度）海外論文データ
抽出・更新作業

9
随意契約
（その他）

- - -

- -

10 Elsevier B.V. 8700150067835
アジア・太平洋地域の自然科
学系文献情報から見る科学
技術力基礎調査

11
随意契約
（公募）

- -

- - -

9
クラリベイト・アナリティ
クス・ジャパン株式会
社

3010001024705
特許の被引用論文情報デー
タテーブル購入

2
随意契約
（公募）

-

8
クラリベイト・アナリティ
クス・ジャパン株式会
社

3010001024705
創薬の研究開発動向に関す
るデータベースサービスのラ
イセンスの購入

3
随意契約
（公募）

-

7
クラリベイト・アナリティ
クス・ジャパン株式会
社

3010001024705
人文・社会科学分野に関する
論文動向の調査分析

4
随意契約
（公募）

- - -

- -

6
クラリベイト・アナリティ
クス・ジャパン株式会
社

3010001024705
ライフサイエンス分野に関す
るスタートアップエビデンス
データの調査分析

5
随意契約
（公募）

- -

- - -

5
クラリベイト・アナリティ
クス・ジャパン株式会
社

3010001024705

（令和3年度）ピアレビュー
ジャーナルにおける新型コロ
ナ関連論文およびその他の
感染症関連論文の書誌リスト
および分析用データ作成業務

9
随意契約
（公募）

-

4
クラリベイト・アナリティ
クス・ジャパン株式会
社

3010001024705
（令和3年度）トップ論文から導
きだした先端研究領域の探索
ツールの利用

29
随意契約
（公募）

-

3
株式会社三菱総合研
究所

6010001030403 技術革新連関に関する調査 13
一般競争契約
（総合評価）

3 - -

- -

2
株式会社三菱総合研
究所

6010001030403
STI for SDGsに関する内外調
査 2

30
一般競争契約
（総合評価）

1 -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
株式会社三菱総合研
究所

6010001030403
海外のファンディング機関及
びファンディングプログラムに
係る動向調査

35
一般競争契約
（総合評価）

2

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等



国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

- - -

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 - - - -

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）

-

- -

30
株式会社アイ・エス・
シー

1013301000030
LCS Google Analyticsのリンク
タグ名の変更作業

0.2
随意契約
（少額）

- -

- - -

29
株式会社アイ・エス・
シー

1013301000030
2021年度LCS　Webおよびパ
ンフレット等のデジタルコンテ
ンツの修正・作成

0.9
随意契約
（少額）

-

28
株式会社アイ・エス・
シー

1013301000030
「Science Portal Asia Pacific」
等システム移設・コンテンツ追
加等業務

0.9
随意契約
（少額）

27
株式会社アイ・エス・
シー

1013301000030
「Science Portal Asia Pacific」
編集用PowerCMSの構築

0.9
随意契約
（少額）

- - -


